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式の 3 つ方法がとられる。この 3 つの配分方法の違いについて表 1 にまとめた。
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表1　キャップ・アンド・トレードにおける排出枠配分方法の種類







































世界各地域の排出量取引制度の導入状況を概観すると、2005 年 1 月に欧州において設立され
た欧州排出量取引制度（European Union Emission Trading System, EU-ETS）を初めとして、
キャップ・アンド・トレード型の排出量取引制度の導入が北米、アジア地域において取り入れ
られている（表 2）。時系列に見ると、東京都排出量取引制度に先駆けて導入されたキャップ・
アンド・トレード型の排出量取引制度として、2005 年に開始された EU-ETS、2009 年に米国の
北東部諸州間で開始されたアメリカ北東部地域温室効果ガスイニシアチブ（The Regional 















東京 ETS（日本） 2010 年 グランドファザリングによる無償配分
カルフォルニアETS
（米国）
2012 年 90％をグランドファザリングによる無償配分、2020 年までに 25% を
オークションによる有償配分
カザフスタン ETS 2013 年 グランドファザリングによる無償配分













に任せるといった方針が存在する（Iguchi et al. 2015）。そのため、キャップ・アンド・トレー
ドのように総量排出削減義務を設ける制度の導入に対しては、経団連からの強い反対により実








野 2013）。第 1 段階においては、GHG 削減努力は自主的なものとする一方で、計画書制度の提
出が義務付けられた。第 2 段階においては、引き続き削減努力は自主的な形をとっているが、報
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東京都排出量取引制度の礎は 2000 年 12 月の環境確保条例の改正にみることができる（青木 
2010）。この改正により、「地球温暖化対策計画制度」が導入され、対象事業者が二酸化炭素（以
下、CO2）排出抑制措置、削減目標やその結果を都に報告することが求められ、その後の排出量
取引制度を策定する上で必要不可欠な計画書制度の基礎となった。しかし、2002 年 8 月にはこ
の計画書運用制度において、対象事業者の 3 年間の削減率が平均 2% にしか達しないという、非
常に低いレベルにとどまることが明らかとなった。
このため、第 1 段階として、同年 11 月に東京都は「都市と地球の温暖化阻止に関する基本方
針」において、総量削減義務化の方針を打ち出し、CO2 排出量総量削減義務の導入が目標とし




月に策定した「10 年後の東京」において、「2020 年までに 2000 年比で GHG を 25％削減」目標
を掲げ、2007 年 6 月に「東京都気候変動対策方針」において、キャップ・アンド・トレード型





2000 年度 2,570 1,433 1,768
2020 年度 2,146（17％減） 1,158（19％減） 1,022（42％減）
出典：東京都（2008）
第 3 段階として、2010 年より産業・業務部門を対象とした東京都排出量取引制度が開始され、
2010 年から 2014 年までに 6 ～ 8%、2015 年から 2019 年までに 17％の削減を義務付けた 2）。こ
の背景には、業務部門からの温室効果ガスが 2000 年の 30.6% から 36.1% へと急増していること
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3　分析枠組み：政策波及のメカニズム
政策波及は、「政策が時系的・空間的に広がるプロセス（a process in which policies spread 










的な学習に基づく政策波及と分類できる（Busch & Jorgens 2005; Elkins and Simmons 2005; 
Shipan and Volden 2012）。
第 2 に、上記のような自主的な学習ではなく、他者から強制的（coercive）に受け入れを要求
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ETS と RGGI が存在した。従って、この 2 つをモデルケースにして東京都排出量取引制度が設
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立されたと推測できる。EU-ETS 及び RGGI からの政策波及の影響をより詳しく分析するため、
4 つの制度的特徴に分類し、比較を行った（表 4）。
表4　東京都と EU-ETS、RGGIとの制度的特徴比較
特徴 東京都排出量取引制度 EU-ETS RGGI
1．実施期間 5 年間 1 年間 3 年間
2．削減目標 2010 から 2014 までに
6 ～ 8% 削減、2015 年から
2019 年までに 17% 削減
2013 年から 2020 年までに
2005 年比で 21% 削減





















ビューによれば、東京都排出量取引制度は、先行する EU-ETS や RGGI のメリット・デメリッ
トを参考に、東京都が抱える特殊な事情を踏まえながら策定されたという 3）。これらを比較す
ると、東京都排出量取引制度と、EU-ETS はグランドファザリング方式による無償割当という
点で共通するが、EU-ETS が排出量取引制度の実施期間を 1 年と定めているのに対して、東京
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and Buchner 2006）。WWF Japan へのインタビューによれば、これは EU-ETS において割当を
する際に基礎データがなかったためであるということが指摘される 5）。対照的に、東京におい














東京都排出量取引制度は目標削減義務履行期間を 5 年としており、対象期間を 1 年としてい
































水準にとどまった。2007 年に IPCC 第 4 次報告書が発表され、温暖化対策の機運が高まってき






2008 年 3 月に石原前都知事は世界で進む温室効果ガス排出量取引制度の共通化を目指し、EU-
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（2）国内アクターの役割と制度的特徴
東京都排出量取引制度における政策プロセスを決定づける上で、2007 年 7 月から翌年 1 月ま
で計 3 回開催された、「ステークホルダー・ミーティング」が決定的な役割を担った。この会合
は 2007 年 6 月に、東京都がキャップ・アンド・トレードの導入について発表した「東京都気候
変動方針」を受けて開催され、有識者、消費者団体や環境 NGO とともに、3 つのエネルギー事













化」を主張する環境 NGO と東京都の意見が対立した点である（青木 2010）。産業界は、対象事
業者の業種・業態が多岐にわたるため、削減基準の設定に関する公平性が確保できず、同制度
が経済活動の障害になることを懸念する意見や、EU-ETS の問題点を挙げ、排出量取引制度そ
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産業・業務部門を対象にしているのに対し、後者は CO2 換算で年間 25,000 トン以上を排出する
事業者（鉄鋼製造、セメント製造、ガラス製造など）及び電力の一次供給者（発電施設、電力
輸入業者）、さらに 2015 年からは燃料供給事業者も対象としている。また、東京都が排出量取
引制度の導入を本格的に議論し始めた 2005 年における東京都全体に対する部門別の GHG 排出
量割合は、業務部門が 34.7%、産業部門が 10.1%（図 1 参照）である。これに対してカリフォル

















に、環境 NGO を中心に市場メカニズムを用いた GHG 排出削減政策に対する反対意見が出た一
方で、経済学者を中心とした専門家グループからは、その費用対効果の高さから排出量取引制
度の導入を強く支持する声が挙がった事がある（EDF 2015; Economic and Allocation Advisory 
Board 2010）。その結果、AB32 で設定された目標達成に向けてカリフォルニア大気資源局が
2006 年に策定した「スコーピング計画」では、目標達成に必要な CO2 削減量のうち、約 76% の
削減を省エネルギー基準の設定や再生可能エネルギーの普及などで行い、残りの約 24% を「追
加的に」排出量取引制度で行うことが明記されている 11）（CARB 2006）。さらに、2014 年にカ
リフォルニア大気資源局によって承認された最新版のスコーピング計画では、対象事業者の省
エネルギー活動を推進する省エネルギープログラム（the energy efficiency program）、再生可
能エネルギー電力の比率を拡大することを定めた「再生可能エネルギーポートフォリオ基準
（the renewable portfolio standard）」、輸送燃料源からの排出低減対策である「低炭素燃料基準
（the low carbon fuel standard）」の重要性が言及され、排出量取引制度による目標達成に必要
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2）キャップ・アンド・トレードの削減義務を 6 ～ 8%（2010-2014）、17%（2015-2019）とした点につい
ては、2020 年までに 2000 年比で 25% 削減を達成するという目標を踏まえるとともに、事業所から
報告された排出量データに基づいて、削減ポテンシャルを計算して設定し、それを基にステークホル
ダーと交渉して最終的に決まったものである。大野　輝之氏（公益財団法人　自然エネルギー財団　
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ンタビュー調査に基づく。
10）平田　仁子氏（気候ネットワーク　理事）へのインタビュー調査に基づく。（2016 年 7 月 28 日（木）
12:00-12:30 時、気候ネットワーク東京事務所にて実施）
11）2008 年に策定されたスコーピング計画によれば、特に温暖化対策がなされない場合、2020 年の対象
部門からの排出量は 5 億 1,200 万 t- CO2 であり、AB32 の目標達成には、3 億 6,500 万 t- CO2 に抑え
る必要がある。従って、1 億 4,700 万 t- CO2 を削減する必要があり、省エネルギー基準の設定や再生
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Policy Diffusion in Climate Governance:
A Case of Tokyo’s Emission Trading System
Masahiko IGUCHI
Abstract
Tokyo’s Emission Trading System（ETS）holds significant implications to Japan’s future climate policy 
as it is the only mandatory cap-and-trade program in the absence of nation-wide ETS. Although there are 
rich existing studies that focus on its outcomes and effectiveness, less attentions are paid to the causal 
role of international policy diffusion in shaping the properties of Tokyo’s ETS. By drawing the role of 
policy diffusion literatures, this paper asks following questions: How Tokyo learned from experience of 
other ETS? How local factors and actors may have facilitated or restricted the policy diffusion process in 
Tokyo’s context, and what were the opportunities and constrains institutional frameworks provide for 
actors to influence policy outcomes? By comparing with California’s ETS from a view point of policy 
diffusion, this paper reveals that Tokyo’s ETS was created by adapting lessons learnt from other ETS, 
and thus provided new view point from policy diffusion.
Keywords:  Climate Governance, Policy Diffusion, Lesson Drawing, Tokyo’s Emission Trading System, 
Cap and Trade

